
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　貯　蔵　品　　　　先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産

（リース資産を除く）建物及び構築物　　　　　　定　額　法

　　　　　　　　　　その他の有形固定資産　　　定　額　法

　無形固定資産　　　定　額　法

（リース資産を除く）ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

　　　　　　　　　　５年により償却

　リース資産　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　　　　　　　　　　なお、リース取引開始日が２００９年２月２８日前の所有権移転外ファイ

　　　　　　　　　　ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

　　　　　　　　　　計処理を引き続き採用しております。

３．引当金の計上基準

　貸倒引当金　　　　売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

　　　　　　　　　　貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

　　　　　　　　　　性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　賞与引当金　　　　従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　役員賞与引当金　　役員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　退職給付引当金　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

　　　　　　　　　　額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して

　　　　　　　　　　おります。

４．消費税等の会計処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、発生年度の期間費用としております。

５．追加情報

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準用指針第26号 平成28年3月28日）

を当事業年度から適用しております。

(貸借対照表に関する注記)

　　　　該当事項はございません。

(税効果会計に関する注記)

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 当事業年度

　　　　　　翌期売掛金　 31,085千円
　　　　　　退職給付引当金 42,526千円
　　　　　　賞与引当金 16,840千円
　　　　　　未払費用　 9,743千円
　　　　　　たな卸資産(開発内作個別仕掛分） 6,025千円
　　　　　　未払事業税　 5,830千円
　　　　　　未払保険料　 3,151千円
　　　　　　未払地方法人特別税　 2,350千円
        　　その他 458千円

繰延税金資産合計 118,013千円

繰延税金負債

　　　　　　翌期買掛金 24,809千円
繰延税金負債合計 24,809千円

繰延税金資産の純額 93,204千円

個　別　注　記　表　（抄）



　　　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

当事業年度
　　　　流動資産－繰延税金資産 50,507千円
　　　　固定資産－繰延税金資産 42,697千円

(関連当事者との取引に関する注記)

１．親会社 (単位：千円)

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）経営指導料の支払については、契約条件により決定しております。
（注2）取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．兄弟会社等 (単位：千円)

ｼｽﾃﾑ受託

（注1）

資金の貸付

（注2）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）株式会社大丸松坂屋百貨店に対するシステム受託料の価格については、市場価格を勘案

　　　 して一般的取引条件と同様に決定しております。

（注2）株式会社ＪＦＲサービスに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合

　　　 理的に決定しております。

（注3）取引金額には消費税等は含まれておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

１．１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　8,021,422円79銭

２．１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　1,568,013円35銭

(当期純損益金額)

１．当期純利益　　　　　　　　　　　　　　 313,602千円

取引金額 科目 期末残高種類 会社等の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合
関連当事者
との関係 取引の内容

－ －

種類 会社等の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社
Ｊ．フロント
リテイリング株式会社

被所有
　直接100％

役員の兼任
経営指導

経営指導料の
支払（注1） 48,410

－

親会社の
子会社

　株式会社ＪＦＲ
　サービス なし なし － 短期貸付金 1,637,204

親会社の
子会社

　株式会社大丸
　松坂屋百貨店 なし なし 3,415,224 売上高


